
事例内容・タイトル

出典

地方公共団体金融機構

団体名

事例区分 公営企業 タグ

事例種類

・病院事業

新潟県

再編・ネットワーク化

医療過疎地域が取り組んだ医療再編～有機的な連携が支える医療体制の再編
と医療スタッフを育てる仕組みづくり～

雑誌「公営企業」先進事例紹介（平成29年２月号）

団体の属性 都道府県

事例№ 496

公表年度 H28



48 

 

医療過疎地域が取り組んだ医療再編 

～有機的な連携が支える医療体制の再編と医療スタッフを

育てる仕組みづくり～ 
 

新潟大学地域医療教育センター魚沼基幹病院 

病院長 内山 聖 

 

 平成 27 年 6 月、新潟県南魚沼市に新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院（正式名称：

新潟大学医歯学総合病院魚沼地域医療教育センター・新潟県地域医療推進機構魚沼基幹病院）が新

規開院した。許可病床 454 床、31 診療科の総合病院である当院は、これまで魚沼地域（魚沼市、

南魚沼市、十日町市、湯沢町、津南町）にはなかった高度医療と救命救急センター、地域周産期母

子医療センターを備え、地域完結型医療の実現という目標に向かって、歩み始めた。 

 当院は新潟県が設置し、一般財団法人新潟県地域医療推進機構が運営する『公設民営』型の病院

である。新潟県が当院を設置するにあたり、単に病院を新設するということでなく、将来必要とさ

れるであろう地域全体の医療機能を検討し、周辺の公立病院の機能と役割を見直した『医療再編』

を行った。 

 人口減少も激しく、高齢化も進む魚沼地域で、なぜこのような取り組みが行われたのか。その背

景と開院後 1年半の現状、そして今後について説明する。 

 

医療再編が必要とされる理由 
 
 5市町からなる魚沼地域は、約 17万 4千人の人口と、神奈川県より広い面積を持つ地域である。

65歳以上人口の割合は 3割を超え、医師不足も深刻である。人口 10万人当たり医師数は全国平均

が 244.9であるのに対し、魚沼地域は 119.0と全国平均の半分以下であり、県内で比較しても最も

少ない地域である。（図 1） 

 常勤医がいない診療科もあった。新潟大学などから週 1～2 回の助勤医師によって支えられてい

るケースも多く、診療科のラインナップを充実することも重要な課題となっていた。 

 また、常勤医がいない診療科の中に、救急科も含まれている。魚沼地域には救命救急センターが

なく、ある程度の症例までは各病院の救急外来で対応していたが、重篤な救急搬送の約 2割が隣接

する医療圈（長岡市を中心とした中越医療圏）に搬送されていた。（表 1） 
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 このような状況のもと、地域の医療において重要な役割を果たしてきた県立小出病院と県立六日

町病院の老朽化にともなう建て替えの話が平成 12 年に持ち上がった。しかしながら、医師が不足

している魚沼地域で単なる建て替えに終始し、同じ医療の仕組みを継続していただけでは、先細り

になるという不安の声が挙がっていた。医師不足という課題のみならず、人口減少・超高齢社会で

も通用する「新たな医療の仕組み」が求められていた。 

 

医療再編のコンセプト 
 
 この「新たな医療の仕組み」として考えられたのが、医療再編であり、役割分担に基づく地域完

結型医療である。つまり、それまでは 1つの病院で完結していた（完結しきれないときは隣接する

医療圏に紹介していた）医療から、地域全体で完結する仕組みへの転換である。少ない医療資源を

有効に活用するために、地域内の各医療機関が役割分担を行い、患者さんの症状に応じて互いを紹

介しあい、連携して一人の患者さんを診療していく仕組みは、「地域全体で一つの病院」 
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というスローガンでその理念が共有されている。 

 医療再編においては、県立小出病院や県立六日町病院と併せて、地域医療のメッカとして役割を

果たしてきた南魚沼市立ゆきぐに大和病院をダウンサイズ（減床）するとともに、両県立病院を市

に移管することとなった。県立小出病院は魚沼市立小出病院に、県立六日町病院は南魚沼市民病院

になり、プライマリ・ケアを中心とした医療を展開する一方、新たに設立する当院に医師を集め、

高度医療・救急医療を提供する運びとなった。 

 この医療再編は、既存病院のダウンサイズ、役割分担の見直し、高度・救急医療の導入という医

療体制の再構築が、経営体を超えて行われたところに大きな特徴がある。同一経営体の中での見直

しは事例があるが、県立病院と市立病院（魚沼市立、南魚沼市立）という 3つの経営体にわたって

の体制見直しは調整に大変な苦労があった。同時に、既存病院の機能や病床数が絞られる事への地

元住民の不安感、新設される当院への一極集中への懸念など、再編前には多くの懸案があった。 

 

医療再編を後押しするツール 

～「うおぬま通信」と「うおぬま・米（まい）ねっと」～ 
 
 こうした事態を解決するため、医療再編の旗振り役である新潟県は様々な取り組みを行った。ま

ず着手したのは、住民や関係医療機関への情報提供である。特に、当院に対する不安の声として多

く寄せられていたのは「紹介状がないと 
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魚沼基幹病院を受診することができないのではないか」というものだった。これまで身近にあった

病院が機能を縮小することで受診先がなくなるにも関わらず、当院を受診するためには紹介状が必

須であるとすれば、住民はどこを受診すればよいのか、という不安が一番多かった。 

 実際には、紹介状がない患者さんをお断りするということはなく、まずは（紹介状がない場合、

初診時特定療養費を頂戴した上で）当院を受診していただき、重症であれば当院で対応、症状が軽

ければ近くの医療機関を紹介するという仕組みである。しかしながら、そのような紹介・逆紹介の

システムに馴染みがないことから、理解が浸透していない状況であった。 

 このため、『うおぬま通信』という広報誌を発行し、魚沼地域に全戸配布（市報折込）を行った。

配布にあたっては市町の協力を得て、また記事の内容についても再編対象となる各病院とも協力し

ながら作成、開院前に全 3 回シリーズで配布した。（図 3）加えて、住民向け公開講座を開催し、

直接住民に当院の医療や医療再編について知っていただく場を設けた。（写真 1） 

 また、医療再編を支える医療機関どうしの連携（紹介・逆紹介）を支えるサポートツールとして

開発されたのが『うおぬま・米（まい）ねっと』である。 
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『うおぬま・米ねっと』とは、魚沼地域にある参加医療機関で登録患者の医療情報を共有する域内

ネットワークであり、患者が様々な医療機関を受診する際に、円滑な医療情報の参照に役立つもの

である。受診歴や既往歴だけでなく、血液生化学検査などの基本的情報が記録、X線や CT、MRIな

どの画像や薬剤情報も参照できる。（図 4）これを利用すれば、登録患者が救急搬送されるまでの

間に米ねっとの情報を参照することで対応方針があらかじめ検討できるなど、特に救急搬送に非常

に役立つ点に住民の期待が寄せられた。 

 このように、『うおぬま・米ねっと』は当院を含めた魚沼地域内の医療機関を結ぶという役割を

果たし、『地域全体で一つの病院』を推し進める上で象徴的なツールとなった。 

 

新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院の特徴 
 
 高度医療と救命救急を担うのが医療再編における当院の役割であるが、このほかに当院に課せら

れた重要な役割の一つが「医療人の育成」である。医師不足の魚沼地域に若手の医師を呼び込むた

め、「新潟大学医歯学総合病院魚沼地域医療教育センター（略称：新潟大学地域医療教育センター）」

を併設し、総医師数 75名中、新潟大学特任教員を 44名（平成 29年 1月 1日現在）配置するなど、

教育体制を整えることとした。研修医を中心とした医師の集まる仕組みをつくり、今後の医師定着

を目指している。 

 当院の臨床研修の特徴としては、一つ目に高度医療・救急医療が学べるだけでなく、「地域全体

で一つの病院」というコンセプトを通して初期医療を担う医療機関と接点を持ち、地域医療を学ぶ

ことができる点が挙げられる。当院の医師のうち、何人かは地域内の他病院に助勤に出ているが、

他医療機関で診療した患者さんが重症な場合、当院に紹介のうえ引き続き診療を行い、ある程度症

状が改善・安定したのちに、自身の助勤先である地域内の他病院に逆紹介し、引き続きその患者さ

んのケアに当たることもできる。このように、初期から急性期、そして当院から他病院に紹介した

後も同じ患者さんに関わることができる環境は、地域医療に貢献する医療人を育成する上でプラス

になる。（当院が基幹型臨床研修病院として研修医を受け入れるのは、 
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制度上、平成 30 年度以降の見込みであるが、それまでの期間は新潟大学医歯学総合病院の協力型

として研修医を受け入れており、平成 28年度は延べ 6名の研修医を受け入れた。） 

 また、医師だけでなく、看護師などの医療スタッフについても育成を図っている。看護シミュレ

ーターの整備などハード面はもちろんのこと、新人研修などにも力を入れるなど、地域医療に貢献

する医療人の育成を目指している。 

 二つ目の特徴は、雪国に多くみられる救急症例に多く接することができる点である。当院の救命

救急センターは「救命救急・外傷センター」と名付けられ、通常の救急症例はもちろんのこと、雪

国に多くみられる救急症例にも対応することをコンセプトとして掲げている。魚沼地域は積雪が非

常に多い豪雪地帯としても有名であり、スノーリゾートでの事故や屋根の雪下ろしに伴う転落など、

雪にまつわる外傷が多く発生する地域であることがその理由である。実際に、開院してから 2度目

の冬を迎え、雪に関わる多くの外傷患者が当院へ救急搬送されている。 

 加えて、「雪国に多くみられる救急症例」への対応として当院が取り組んでいる事例として、「ス

ノーリゾートとの連携」が挙げられる。救急患者の受け入れはもちろんのこと、スノーリゾートと

連携することで発生現場での対応力を向上させるという取り組みである。連携協定を締結し、スキ

ー場の従業員に救急に関する講習を行うなど、当院の使命を果たすために多角的な取り組みを行っ

ている。 

 

魚沼基幹病院の成果と今後の課題 
 
 開院して 1年半が経過し、医療再編と当院の取り組みに関する効果が上がってきた。その一つが、

圈域外への救急搬送の減少である。医療再編の前後 1年間を比較してみると、再編後の圈域外搬送

（長岡地域）が 9.76％から 2.37％になっており、その数が 4分の 1以下となっている。（図 5）現

場の実感としても、圈域外への救急搬送は減少したという声が多い。 

 また、開院前に心配された、かかりつけ医を受診せずに直接当院を受診するという症例はそれほ

ど多くなく、かえって現場の医師からは「高度な専門医療を必要とするケースが多く、魚沼地域の

高度医療に対する潜在的な需要がいかに多かったかを改めて感じる」という声が聞かれた。 

 一方、課題としては、看護師数が十分でないために許可病床（454床）の全てをオープンするこ

とができず、現在は 328床にて運用している。 
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一般病床の稼働率は 90.7％（平成 28年 11月度）と高く、中には 100％を超える病棟もある。この

ため、満床であることを背景に救急患者を当院で引き受けることができない場合もある。許可病床

数を全てオープンさせること、及び急性期を過ぎた患者の他医療機関への逆紹介を加速させ、病床

稼働のサイクルを高めることが今後の重要な課題である。 

 同時に、経営基盤を強化し、財務体質の改善も課題の一つとして認識している。公設民営として

スタートした当院が、この地域で医療を提供し続けることができるよう、自立した経営と信頼でき

る医療、そして「地域全体で一つの病院」としての意識を持ち、地域全体の底上げを図るべく、今

後も取り組んでいきたい。 
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